法律家養成制度改革論 by 池田 直樹 & Naoki Ikeda
論説池 田 直 樹





２ 法の支配の確立から ｢大きな司法｣ を導き出したことは正しかったか？
３ 社会生活上の医師論は適切だったか？







３ 入口論から求められるもの～法科大学院のスリム化, 差異化, セーフ
ティネット
第５ 具体的な改革論
































その結果, 多くの法科大学院では生き残りのため, 学校, 学生挙げての
司法試験への過剰適応現象が起こっている｡ 法科大学院は本来の人材育成
の目標を見失い, 迷走している｡
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ともに, 質的にますます多様化, 高度化することが予想される｡ そ
の要因としては, 経済・金融の国際化の進展や人権, 環境問題等の
地球的課題や国際犯罪等への対処, 知的財産権, 医療過誤, 労働関
係等の専門的知見を要する法的紛争の増加, ｢法の支配｣ を全国あ
まねく実現する前提となる弁護士人口の地域的偏在の是正 (いわゆ
る ｢ゼロ・ワン地域｣ の解消) の必要性, 社会経済や国民意識の変
化を背景とする ｢国民の社会生活上の医師｣ としての法曹の役割の
増大など, 枚挙に暇がない｡｣ (Ⅲの第１の１)









この点, 棚瀬孝雄教授は, 社会の側に弁護士需要があるのか, という問
いに対しては, ｢弁護士需要≠法的需要 (ニーズ)｣ であることをまず押さ
える必要があるとし, 法的紛争の大きな部分が社会では弁護士の関与がな
く解決されているとしている｡ さらに, 弁護士が今日, 裁判の外の業務に
多く関わっていることから ｢弁護士需要≠訴訟需要｣ となってきているこ
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しかし, それがただちに ｢法曹｣ 業務への需要―需要家に対して経済的負
担を伴うもの―に結びつくことはない｡ 意見書は, 弁護士の活動領域の拡











が飛躍的に増大する｡ 国民が, 容易に自らの権利・利益を確保, 実
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(１) 大きな司法論の現実～司法機関の強化は実現されたか？
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民の生活基盤に近い ｢駅前｣ に展開した個人法律事務所に, 離婚事件など
論
説











司法という３権分立の一部門の構成員として, 裁判官, 検察官, 弁護士は,
正義を内包する法を用いて, 国民の権利を守る最後の砦としての役割を負
う, このような伝統的かつ純化された法曹モデルからすれば, ビジネス化
の進展と競争主義, 法曹の大衆化は, その公的性格とは相容れない｡ 競争
社会における被害者の事後救済は少数者の人権保護という機能を持つが,









































しかし, 現実には, 医師不足は現在, 全国で顕在化しているが, 法的ニー
ズは弁護士への需要 (対価性を前提) として顕在化していない｡ 人間コミュ
ニティに医師は不可欠だが, 伝統的な意味での ｢弁護士｣ がコミュニティ
の問題解決に不可欠だと考える市民は多くないであろう｡ 医療保険にみあ
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それでもあえて法曹を ｢国民の社会生活上の医師｣ として広い文脈の中
・・・・・・
に位置付け直すのであれば, 単なるイメージ論ではなく, 法曹による ｢診







解釈｣ 専門家として役割がある｡ 大規模な消費者被害の救済 (110番運動)
や労働審判制度の活用による労働者の救済は, 正義の回復, 法に基づく資
源の再分配であり, まさに ｢国民の社会生活上の医師｣ の活動にふさわし
い｡ 裁判という外科的療法による社会の ｢治療｣ (cure) に該当する｡
(３) 司法的管理 (care) の必要性
しかし, 今日, 回顧的, 一回的, 裁断的な損害賠償などの伝統的救済手
法だけでは, 実効性がない問題が増大してきている｡ 問題を抱える対象者
を一時的または恒常的に司法的管理下においたうえで, その問題を克服す









































近年, 法律扶助を活用しながら, 貧困, 借金, 生活保護, 年金など, 福
祉法分野で活躍する弁護士が増加している｡ しかし, 貧困をめぐる諸問題
に対する法的貢献は限定的である｡ 自立困難な本人は, 疾病, 失業, 貧困
や孤立, 知識・習慣等の多様な問題を抱え, 医療, 就労, 福祉, 教育等の
多様な支援が必要だからである｡
































徴とする｡ 時間的には過去志向であり, 定性的判断 (無罪か有罪か, 責任
があるかないか) を先決したうえで, 定量的判断 (量刑はどうするか, 賠
償としていくら支払うべきか) に移る｡ 法律家は, 過去に生じた事実につ
いての証拠を収集し, 主張を組み立て, 法的判断を行うが, 対象事象に主
体として関与することは原則としてない｡
それに対して, ビジネスの世界の法的判断は, 現時点での不完全な情報
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結果とそれが生じる確率とを乗じる確率的判断である｡ 法律家は, 自らの
判断とそれに基づく行動 (通知や交渉など) によって, プレーヤーとして
困難な事態を切り開く役割を負う｡

















かを管理する ｢社会制度の設計士・管理士｣ の役割も重要である｡ 国や地
方自治体などの立法を含む政策法務以外にも, 企業, 行政, NPO 等の諸
組織の組織デザインや戦略立案, 運営面でのチェック機能の強化が含まれ
る｡




































｢裁判業務｣ や ｢官｣ だけに捕らわれない, 多様な法律家養成を課題と















私は, 法律家の持つ能力 (社会的機能とも言い換えられる) を, ｢①関
係者の利害が対立したり複雑に絡み合う中で問題を発見・特定し, ②事実









る｡ しかし, 紛争が顕在化していない段階や, 共有された目標のもとでも
意見や利害の対立があるためにその調整が必要な場面 (組織運営など) で









である｡ ただし, あえて ｢その他のルール｣ を入れているのは, 実際の紛
争解決や利害調整にあたっては, 道徳, 感情, あるいは経済的な利害など
論
説










最後に, ⑥法律家は評論家ではなく, 実践家である｡ 正当な法的判断を





(弁護士法２条参照) し, 一般の法律事務を行うことを職務とする (同３
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では, 法律家養成制度は誰のためにあるか, というと, ひとつには, 法
律家のサービスを必要とする需要家のためにある｡ とすれば, 制度改革は,
新しい法律家が供給されていく先である社会, つまり行政, 企業, NPO,
市民というセクターごとに, より具体的にニーズを把握し, それを取り込
まなければならない｡ このように, 人材の輩出先, 供給先のニーズからの
視点を ｢出口論｣ と呼びたい｡
他方で, 法律家養成制度は, その制度を通過して法律家になることを目
指す制度利用者 (学生) のための教育制度である｡ そうだとすれば, 学生
のニーズに応える公正で合理的な制度改革が必要である｡ また, 法科大学
院, 司法試験, 司法研修所, 実務界は, それぞれ運営監督主体が異なるが,
論
説

















ものとし, 多様な人材の参入の障壁となっている｡ それどころか, 法学部
出身者にとってすらリスクが高すぎる制度として敬遠される傾向が強くなっ
ている｡
そのため, 第一には, 品質保証制度の見直し, つまり司法試験の見直し
が不可欠である｡ 多様な分野に進出していくことを想定したロースクール
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を見直し, 社会人や非法学部生に法律家を目指そうというインセンティブ
と安心感を与える改革が必要である｡










ましい｡ 伝統的法曹モデル以外に, 国際, 企業, 行政弁護士モデルなどを
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ためには, 出口である需要家側, たとえば企業や行政から, 法科大学院が
どのような人材にどのような教育を行ってどのような能力と資質を備えさ


































20(652) 法と政治 65 巻 3 号 (2014 年 11 月)
５年の実務経験を要求する｡
(３) 国際法務弁護士
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カテゴリー 従来型法曹 国際法務弁護士 企業法務弁護士 行政法務弁護士

















研修 司法研修所１年 弁護士補として５年 左同 左同
プロボノ 修習に組み込む 国際機関・NGO 等 公益法人等 社会福祉法人等













それを目指す層としては, すでにビジネス経験のある社会人や MBA 取
得者, ビジネス法に高度に特化したい者である｡










｢行政法務｣ という新科目では, 地方自治法の知識も前提として, 行政
の政策法務を問う問題も出す｡
合格後は, 中央官庁や地方自治体が任期制公務員として公務員試験とは
別枠で採用するか (制度的担保が必要), 社会福祉法人や行政関連の NPO
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指す人からもわかりやすい (名は体を表す)｡ 新資格の創設は, 特定法務
を扱う新しいタイプの弁護士として明示することで, 出口, 入口の双方か
ら見えやすくして, 学生・需要家のニーズとそれに見合った教育内容との




















前述した, 国際法務弁護士補, 企業法務弁護士補, 行政法務弁護士補に


































受入側の NPO, NGO, 行政機関, あるいは CSR として社会貢献プログラ
ムを有する企業とが協議のうえ, 公益活動プロプログラムを立案・企画し,
弁護士会からの認定を受ける｡ 認定を受けたプログラムに参加した修了生
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思考力を試すことや, 分野横断的な長文問題で事案に即した分析力を試す
こと, 理論と実務を架橋する要件事実などの問題も出すことなどが議論さ




ところが, 制度発足から10年が経過する中で, 試験問題は, 出題・採
点事務面の問題もあって, 分野横断的で長時間を要する ｢大々問｣ 形式は
































しかし, 専門職資格試験が合格者の ｢質｣ の確保を目標にするのであれ
ば, その試験による ｢質｣ の測定が, 創るべき人材育成の目標に適合的と
なるように, 常時, 最新の科学的知見も入れて批判的見直しを進めるべき
である｡ 単に厳しい競争が働いていることが ｢質｣ を確保していることに
つながるわけではない｡ 受験秀才ばかりを通す試験になれば, むしろ社会









まず, 司法試験 (論文試験) は, 特に, ①法的分析力 (法的論点の発見・
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の可否についての分析をしたうえで, 最終的な事案の解決方法として, ①














その狙いは, ｢科目別｣ 試験では問われにくい, 紛争解決のための視点
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したあげく, 進路転換を余儀なくされている｡
















しかし, 第２の障害, つまり教育上の過重負荷は解消できない｡ スター
トラインが異なった中での隠れ未修者や既修者との激しい競争は, 非法学
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法科大学院と法学部の共同により, 他学部出身者や社会人経験者等を対象
とした, ２年制を標準とした法科大学院進学特別コース (学士入学) に組
みなおすことを提案する｡
まず, 社会人や他学部出身者は, 転部や学士入学制度を利用して, この
コースに入学する｡ 法学部での法律基本科目はいまだ大人数教室での講義
科目が多いから, 社会人など働き続けている人に対しては, 講義のネット






















































このように, 法科大学院は, 司法試験という ｢点｣ の支配から早く卒業
して, 日本の法律専門職の多様化と高度化に重要な役割を果たす ｢面｣ と
しての役割を果たすことが, 制度全体の信頼と効率を高めるのである｡












































第４に, 教育全般を通して, 法的分析の重視 (法解釈の体系的整合性な
・・





















ことに, 特定法務弁護士資格制度が実現すれば, 各法科大学院は, 従来
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再度, 見直しが進むはずである｡ 臨床系科目は, 司法試験への準備時間を
奪う科目ではなく, その準備に直結する科目であり, かつ, ２年間ないし
３年間の法科大学院での学修成果を統合する科目として, 積極的に最終年
度に位置づけることが可能になる｡

























しかし, このような教育は, ｢専門職責任｣ といった ｢科目｣ だけで実






































の資料313 ｢弁護士未登録者数の推移｣ によれば, 日弁連への一括登録時
点での未登録者割合は, 新司法試験合格者につき, 60期3.3％, 61期5.1％,
62期6.7％, 63期11.0％, 64期20.1％, 65期26.3％, 66期28.0％である｡ 大
学, 官庁, 企業など弁護士登録せずに就職する者も一定数含まれるが, 進
路未定者は年々増大しており, 修習生の就職事情の悪化がうかがえる｡
http : //www.cas.go.jp / jp / seisaku /hoso_kaikaku /dai6 /
(２) たとえば千葉弁護士会2013年２月８日 『｢法科大学院を中核とする法
曹養成制度｣ の見直しを求める決議』 http : //www.chiba-ben.or.jp /voice_list
(３) 文部科学省によれば, 入学者は平成16年5,767人, 21年4,844人, 23年
3,620人, 24年3,150人, 25年2,698人にまで急減した｡ http : //www.mext.go.
jp / component / a_menu /education /micro_detail__icsFiles / afieldfile /2013 /09 /
25 /1303158_1.pdf
(４) 内閣官房法曹養成制度改革推進室資料３によれば, 予備試験出願者数
は平成23年8,971人, 24年9,118人, 25年11,255人である｡ http : //mext.go.jp /
b_menu/shingi/chukyo/chukyo4/012/siryo/__icsFiles/afieldfile /2014 /02 /26 /
1344585_03.pdf
(５) ｢法科大学院の組織の見直しを促進するための公的支援の更なる強化
について｣ (平成25年11月11日) http : //www.mext.go.jp / a_menu /koutou /
houka.htm
(６) 鈴木秀幸 ｢司法のあり方と適正な弁護士人口｣, 武本夕香子 ｢弁護士
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所収｡ 鈴木秀幸 ｢法曹 (弁護士) 人口の在り方｣, ｢司法崩壊の危機｣ (花
伝社, 2013年) 所収
(７) 棚瀬孝雄 ｢司法制度の深層｣ (商事法務, 2010年) 337頁以下






(９) 小林正啓 ｢こんな日弁連に誰がした？｣ (平凡社, 2010年) 215頁｡ 司
法改革推進の見地からは岡田和樹／斎藤浩 ｢誰が法曹業界をダメにしたの
か もう一度, 司法改革を考える｣ (中央公論新社, 2013年) 116頁以下｡








(12) 最高裁 ｢裁判の迅速化に係る検証に関する報告書 (概況編)｣ (平成25
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よれば, 平成21年をピークに民事第１審における過払金事件が急減してお
り, その影響も大きいものと思われる｡
(16) 小林・前掲注 9・234頁は, ｢法の支配｣ を国の政策目標にするなら,
それを実現するにふさわしい人材への動機付けが必要であり, それは ｢そ
の実現するにふさわしい武器を弁護士に持たせることである｡｣ とする｡
岡田／斎藤・前掲注 9・116頁以下は, 民事, 行政, 刑事裁判の現状を厳
しく批判する｡
(17) 棚瀬・前掲注 7・58頁
(18) 河合克行 ｢司法の崩壊｣ (PHP 研究所, 2008年) 193頁は, 法曹界は
｢名誉ある社会のドブさらいであれ｣ とする｡ また, 武本・前掲注 6・180
頁は, ｢弁護士は社会の必要悪であり, 弁護士の数は必要な限度に抑さえ
られる社会が望ましい｡｣ とする｡
(19) 社会生活上の医師論批判については, 武本・前掲注 6・186頁以下｡
(20) 例えば法テラスの司法ソーシャルワークの試みとして, ｢刑事事件に
からむ司法と福祉の連携―離れた２つをつなぐひと 法テラス千葉法律事
務所 遠藤直也弁護士｣ という記事が紹介されている｡ http : //www.












(22) 月刊大阪弁護士会113号14頁 (2014年５月) は, 箕面市役所の元公務
員で箕面市で開業する小野順子会員のインタビュー記事であるが, 福祉
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雑記帳 [その101]｣ (戸籍時報 No. 700 (H 25.8)) 84頁以下参照｡
(24) 武本夕香子 ｢法曹有資格者の活動領域の在り方｣, ｢司法崩壊の危機｣




(26) 山口進 ｢ロースクールが失敗したこれだけの理由｣ (中央公論, 2012
年２月号, 52頁以下) も, ｢今もっとも必要なのは, ｢法曹｣ 像の再規定だ｡｣
とし, ｢社会のあらゆる場所で, ｢法｣ を使って正義を見出していく担い手｣
と規定している｡
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(中央大学出版部, 2013年)
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収｡
(37) 司法試験の合格率は, 平成18年既修者法学部出身者46.3％, 未修者非
法学部出身者32.7％に対して, 平成23年既修者法学部36.6％, 未修者非法
学部14.3％と大きな差が出ている｡ 中央大学審議会大学分科会法科大学院
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出版, 2004年) 131頁以下｡
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学院でのローヤリング教育の具体的実践例もあげつつ, 法科大学院教育の
成果や改革の方向性を打ち出している｡ 法科大学院における実務基礎教育
の充実に対しては, 実務家になってからの OJT で対処すればよく, 法科
大学院ではより法律学の理論の修得に努めるべきだとする見解は強い (同
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制度という建前である｡ しかし, 現実には, 法科大学院迂回の速攻エリー
トコースとして機能している (その他にいわゆる ｢三振者｣ への敗者復活
への挑戦や司法試験受験者のための模擬試験としても使われている)｡ し
かし, 医師の養成において, ｢医学のペーパーテスト｣ の最優秀者層に医
学部専門課程をバイパスする特典を与える制度は考えられないだろう｡ 法
律家においても, 机上での学修にとどまらない専門職養成課程が不可欠で




における司法研修所の位置づけを中心に｣ (法曹養成と臨床教育 No. 5, 33















A Proposal for Legal Education System Reform
Naoki IKEDA
Japanese Law School system has been struggling for survival since its
introduction in 2004. Judicial Reform Committee’s Report in 2001, which
aimed at establishing the rule of law universally in society, turned out to be
too optimistic about social demands for legal professions while lacking an
effective strategy to interconnect new lawyers with potential users including
corporations and governments.
Redefining a legal profession is a first step for remodeling the legal
education system in light of severe debates between the traditional genuine
model and the diversity model of lawyers. We must review and reform law
schools education from a view point of their “customers” in exits, i.e., real
world clients and in entrances, i.e., students. In order to match demand and
supply, a social design of the new system should be simple and visible.
My proposals are 1) creating new 3 categories of lawyer’s license,
international, corporate and administrative solicitors to induce diversity, 2)
arranging 4 different legal training courses, 3) redesigning bar exams
including introduction of a performance test, 4) establishing a new 2 year
course outside the law schools for those without basic legal education, and 5)
modifying curriculums of law school education.
Law School teachers and lawyers must vitalize discussions about our legal
education system, by returning to the philosophy of the judicial reform,
and recalling passion and excitement when the new law school system
started a decade ago.
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